
   

改正 平成２７年８月５日 原規規発第15080526号 原子力規制委員会決定 

 

 

研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安

規定の審査基準（原管 P発第 1306196 号（平成２５年６月１９日原子力規制委

員会決定））等の一部を次のとおり改正する。 
 

平成２７年８月５日 

 

 

 

原子力規制委員会         

 

 

 

研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設における発電用原

子炉施設保安規定の審査基準等の一部改正について 
 

 

 

原子力規制委員会は、研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設における

発電用原子炉施設保安規定の審査基準等を次の新旧対照表のとおり改正する。 

 

 

 

附 則 

この改正は、平成２８年４月１日から施行する。 

 



 

 
研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定の審査基準 

（制定 平成 25 年 6月 19 日 原管 P発第 1306196 号 原子力規制委員会決定）（下線部は改正部分） 
 

改  正  案 現     行 
 

研開炉規則第８７条第１項第１９号 非常の場合に講ずべき処置 

○ 緊急時に備え、平常時から緊急時に実施すべき事項が定められて

いること。 

○ 緊急時における運転操作に関する社内規程類を作成することが

定められていること。 

○ 緊急事態発生時は定められた通報経路に従い、関係機関に通報す

ることが定められていること。 

○ 緊急事態の発生をもってその後の措置は防災業務計画によるこ

とが定められていること。 

○ 緊急事態が発生した場合は、緊急時体制を発令し、応急措置及び

緊急時における活動を実施することが定められていること。 

○ 次の各号に掲げる要件に該当する放射線業務従事者を緊急作業

に従事させるための要員として選定することが定められている

こと。 

１．緊急作業時の放射線の生体に与える影響及び放射線防護措置に

ついて教育を受けた上で、緊急作業に従事する意思がある旨を

発電用原子炉設置者に書面で申し出た者であること。 

２．緊急作業についての訓練を受けた者であること。 

３．実効線量について２５０ｍＳｖを線量限度とする緊急作業に従

事する従業員及び協力企業の従業員は、原子力災害対策特別措置

法第８条第３項に規定する原子力防災要員、同法第９条第１項に

規定する原子力防災管理者又は同法同条第３項に規定する副原

子力防災管理者であること。 

○ 放射線業務従事者が緊急作業に従事する期間中の線量管理（放射

線防護マスクの着用等による内部被ばくの管理を含む。）及び緊

 

研開炉規則第８７条第１項第１９号 非常の場合に講ずべき処置 

○ 緊急時に備え、平常時から緊急時に実施すべき事項が定められて

いること。 

○ 緊急時における運転操作に関する社内規程類を作成することが

定められていること。 

○ 緊急事態発生時は定められた通報経路に従い、関係機関に通報す

ることが定められていること。 

○ 緊急事態の発生をもってその後の措置は防災業務計画によるこ

とが定められていること。 

○ 緊急事態が発生した場合は、緊急時体制を発令し、応急措置及び

緊急時における活動を実施することが定められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

急作業を行った放射線業務従事者に対し、健康診断を受診させる

等の非常の場合に講ずべき処置に関し、適切な内容が定められて

いること。 

○ 事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定められて

いること。 

○ 防災訓練の実施頻度について定められていること。 

 

 

 

 

○ 事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定められて

いること。 

○ 防災訓練の実施頻度について定められていること。 

 
  



 

 
実用発電用原子炉及びその附属施設における発電用原子炉施設保安規定の審査基準 

（制定 平成 25 年 6月 19 日 原規技発第 1306198 号 原子力規制委員会決定）（下線部は改正部分） 

 
改  正  案 現     行 

 
実用炉規則第９２条第１項第１９号 非常の場合に講ずべき処置 

○ 緊急時に備え、平常時から緊急時に実施すべき事項が定められて

いること。 

○ 緊急時における運転操作に関する社内規程類を作成することが

定められていること。 

○ 緊急事態発生時は定められた通報経路に従い、関係機関に通報す

ることが定められていること。 

○ 緊急事態の発生をもってその後の措置は防災業務計画によるこ

とが定められていること。 

○ 緊急事態が発生した場合は、緊急時体制を発令し、応急措置及び

緊急時における活動を実施することが定められていること。 

○ 次の各号に掲げる要件に該当する放射線業務従事者を緊急作業

に従事させるための要員として選定することが定められている

こと。 

１．緊急作業時の放射線の生体に与える影響及び放射線防護措置に

ついて教育を受けた上で、緊急作業に従事する意思がある旨を

発電用原子炉設置者に書面で申し出た者であること。 

２．緊急作業についての訓練を受けた者であること。 

３．実効線量について２５０ｍＳｖを線量限度とする緊急作業に従

事する従業員及び協力企業の従業員は、原子力災害対策特別措

置法第８条第３項に規定する原子力防災要員、同法第９条第１

項に規定する原子力防災管理者又は同法同条第３項に規定する

副原子力防災管理者であること。 

○ 放射線業務従事者が緊急作業に従事する期間中の線量管理（放射

線防護マスクの着用等による内部被ばくの管理を含む。）及び緊

 
実用炉規則第９２条第１項第１９号 非常の場合に講ずべき処置 

○ 緊急時に備え、平常時から緊急時に実施すべき事項が定められて

いること。 

○ 緊急時における運転操作に関する社内規程類を作成することが

定められていること。 

○ 緊急事態発生時は定められた通報経路に従い、関係機関に通報す

ることが定められていること。 

○ 緊急事態の発生をもってその後の措置は防災業務計画によるこ

とが定められていること。 

○ 緊急事態が発生した場合は、緊急時体制を発令し、応急措置及び

緊急時における活動を実施することが定められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

急作業を行った放射線業務従事者に対し、健康診断を受診させる

等の非常の場合に講ずべき処置に関し、適切な内容が定められて

いること。 

○ 事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定められて

いること。 

○ 防災訓練の実施頻度について定められていること。 

 

 

 

 

○ 事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定められて

いること。 

○ 防災訓練の実施頻度について定められていること。 

 
  



 

 
加工施設における保安規定の審査基準（制定 平成 25 年 11 月 27 日 原管研発第 1311274 号 原子力規制委員会決定） 

（下線部は改正部分） 
 

改  正  案 現     行 
 

加工規則第８条第１項第１５号 非常の場合に採るべき処置 

○ 緊急時に備え、平常時から緊急時に実施すべき事項が定められて

いること。 

○ 緊急時における運転操作に関する社内規程類を作成することが

定められていること。 

○ 緊急事態発生時は定められた通報経路に従い、関係機関に通報す

ることが定められていること。 

○ 緊急事態の発生をもってその後の措置は防災業務計画によるこ

とが定められていること。 

○ 緊急事態が発生した場合は、緊急時体制を発令し、応急措置及び

緊急時における活動を実施することが定められていること。 

○ 次の各号に掲げる要件に該当する放射線業務従事者を緊急作業

に従事させるための要員として選定することが定められている

こと。 

１．緊急作業時の放射線の生体に与える影響及び放射線防護措置に

ついて教育を受けた上で、緊急作業に従事する意思がある旨を

加工事業者に書面で申し出た者であること。 

２．緊急作業についての訓練を受けた者であること。 

３．実効線量について２５０ｍＳｖを線量限度とする緊急作業に従

事する従業員及び協力企業の従業員は、原子力災害対策特別措

置法第８条第３項に規定する原子力防災要員、同法第９条第１

項に規定する原子力防災管理者又は同法同条第３項に規定する

副原子力防災管理者であること。 

○ 放射線業務従事者が緊急作業に従事する期間中の線量管理（放射

線防護マスクの着用等による内部被ばくの管理を含む。）及び緊

 

加工規則第８条第１項第１５号 非常の場合に採るべき処置 

○ 緊急時に備え、平常時から緊急時に実施すべき事項が定められて

いること。 

○ 緊急時における運転操作に関する社内規程類を作成することが

定められていること。 

○ 緊急事態発生時は定められた通報経路に従い、関係機関に通報す

ることが定められていること。 

○ 緊急事態の発生をもってその後の措置は防災業務計画によるこ

とが定められていること。 

○ 緊急事態が発生した場合は、緊急時体制を発令し、応急措置及び

緊急時における活動を実施することが定められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

急作業を行った放射線業務従事者に対し、健康診断を受診させる

等の非常の場合に採るべき処置に関し、適切な内容が定められて

いること。 

○ 事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定められて

いること。 

○ 防災訓練の実施頻度について定められていること。 

 

 

 

 

○ 事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定められて

いること。 

○ 防災訓練の実施頻度について定められていること。 

 
  



 

 
試験研究の用に供する原子炉等における保安規定の審査基準（制定 平成25年 11月 27日 原規研発第1311273号 原子力規制委員会決定） 

（下線部は改正部分） 
 

改  正  案 現     行 
 
試験炉規則第１５条第１項第１５号 非常の場合に採るべき処置 

○ 本事項については、以下の事項が明記されていること。 

１．非常時の組織及び要員に関すること。なお、緊急作業に係る

要員については、次の各号に掲げる要件に該当する放射線業務

従事者を緊急作業に従事させるための要員として選定するこ

と。 

(1) 緊急作業時の放射線の生体に与える影響及び放射線防護措

置について教育を受けた上で、緊急作業に従事する意思があ

る旨を試験研究用等原子炉設置者に書面で申し出た者であ

ること。 

(2) 緊急作業についての訓練を受けた者であること。 

(3) 実効線量について２５０ｍＳｖを線量限度とする緊急作業

に従事する従業員及び協力企業の従業員は、原子力災害対策

特別措置法第８条第３項に規定する原子力防災要員、同法第

９条第１項に規定する原子力防災管理者又は同法同条第３

項に規定する副原子力防災管理者であること。 

２．～４．（略）  

５．放射線業務従事者が緊急作業に従事する期間中の線量管理

（放射線防護マスクの着用等による内部被ばくの管理を含む。）

及び緊急作業を行った放射線業務従事者に対し、健康診断を受

診させる等の非常の場合に採るべき処置に関すること。 

６．発生頻度が設計基準事故より低い事故であって、試験研究用

等原子炉施設から多量の放射性物質又は放射線を放出するおそ

れがあるものが発生した場合に採るべき処置に関すること。 

 

 
試験炉規則第１５条第１項第１５号 非常の場合に採るべき処置 

○ 本事項については、以下の事項が明記されていること。 

１．非常時の組織及び要員に関すること。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

２．～４．（略）  

 

 

 

 

５．発生頻度が設計基準事故より低い事故であって、試験研究用

等原子炉施設から多量の放射性物質又は放射線を放出するおそ

れがあるものが発生した場合に採るべき処置に関すること。 

 



 

 
使用済燃料貯蔵施設における保安規定の審査基準（制定 平成 25 年 11月 27 日 原管廃発第 1311274 号 原子力規制委員会決定） 

（下線部は改正部分） 
 

改  正  案 現     行 
 

貯蔵規則第３７条第１項第１６号 非常の場合に採るべき処置 

○ 緊急時に備え、平常時から緊急時に実施すべき事項が定められて

いること。 

○ 緊急時における操作に関する社内規程類を作成することが定め

られていること。 

○ 緊急事態発生時は定められた通報経路に従い、関係機関に通報す

ることが定められていること。 

○ 緊急事態の発生をもってその後の措置は防災業務計画によるこ

とが定められていること。 

○ 緊急事態が発生した場合は、緊急時体制を発令し、応急措置及び

緊急時における活動を実施することが定められていること。 

○ 次の各号に掲げる要件に該当する放射線業務従事者を緊急作業

に従事させるための要員として選定することが定められている

こと。 

１．緊急作業時の放射線の生体に与える影響及び放射線防護措置に

ついて教育を受けた上で、緊急作業に従事する意思がある旨を

使用済燃料貯蔵事業者に書面で申し出た者であること。 

２．緊急作業についての訓練を受けた者であること。 

３．実効線量について２５０ｍＳｖを線量限度とする緊急作業に従

事する従業員及び協力企業の従業員は、原子力災害対策特別措

置法第８条第３項に規定する原子力防災要員、同法第９条第１

項に規定する原子力防災管理者又は同法同条第３項に規定する

副原子力防災管理者であること。 

○ 放射線業務従事者が緊急作業に従事する期間中の線量管理（放射

線防護マスクの着用等による内部被ばくの管理を含む。）及び緊

 
貯蔵規則第３７条第１項第１６号 非常の場合に採るべき処置 

○ 緊急時に備え、平常時から緊急時に実施すべき事項が定められて

いること。 

○ 緊急時における操作に関する社内規程類を作成することが定め

られていること。 

○ 緊急事態発生時は定められた通報経路に従い、関係機関に通報す

ることが定められていること。 

○ 緊急事態の発生をもってその後の措置は防災業務計画によるこ

とが定められていること。 

○ 緊急事態が発生した場合は、緊急時体制を発令し、応急措置及び

緊急時における活動を実施することが定められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

急作業を行った放射線業務従事者に対し、健康診断を受診させる

等の非常の場合に採るべき処置に関し、適切な内容が定められて

いること。 

○ 事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定められて

いること。 

○ 防災訓練の実施頻度について定められていること。 

 

 

 

 

○ 事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定められて

いること。 

○ 防災訓練の実施頻度について定められていること。 

 
  



 

 
再処理施設における保安規定の審査基準（制定 平成 25 年 11月 27 日 原管研発第 1311278 号 原子力規制委員会決定） 

（下線部は改正部分） 
 

改  正  案 現     行 
 

再処理規則第１７条第１項第１８号 非常の場合に採るべき処置 

○ 緊急時に備え、平常時から緊急時に実施すべき事項が定められて

いること。 

○ 緊急時における運転操作に関する社内規程類を作成することが

定められていること。 

○ 緊急事態発生時は定められた通報経路に従い、関係機関に通報す

ることが定められていること。 

○ 緊急事態の発生をもってその後の措置は防災業務計画によるこ

とが定められていること。 

○ 緊急事態が発生した場合は、緊急時体制を発令し、応急措置及び

緊急時における活動を実施することが定められていること。 

○ 次の各号に掲げる要件に該当する放射線業務従事者を緊急作業

に従事させるための要員として選定することが定められているこ

と。 

１．緊急作業時の放射線の生体に与える影響及び放射線防護措置に

ついて教育を受けた上で、緊急作業に従事する意思がある旨を

再処理事業者に書面で申し出た者であること。 

２．緊急作業についての訓練を受けた者であること。 

３．実効線量について２５０ｍＳｖを線量限度とする緊急作業に従

事する従業員及び協力企業の従業員は、原子力災害対策特別措

置法第８条第３項に規定する原子力防災要員、同法第９条第１

項に規定する原子力防災管理者又は同法同条第３項に規定する

副原子力防災管理者であること。 

○ 放射線業務従事者が緊急作業に従事する期間中の線量管理（放射

線防護マスクの着用等による内部被ばくの管理を含む。）及び緊

 

再処理規則第１７条第１項第１８号 非常の場合に採るべき処置 

○ 緊急時に備え、平常時から緊急時に実施すべき事項が定められて

いること。 

○ 緊急時における運転操作に関する社内規程類を作成することが

定められていること。 

○ 緊急事態発生時は定められた通報経路に従い、関係機関に通報す

ることが定められていること。 

○ 緊急事態の発生をもってその後の措置は防災業務計画によるこ

とが定められていること。 

○ 緊急事態が発生した場合は、緊急時体制を発令し、応急措置及び

緊急時における活動を実施することが定められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

急作業を行った放射線業務従事者に対し、健康診断を受診させる

等の非常の場合に採るべき処置に関し、適切な内容が定められて

いること。 

○ 事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定められて

いること。 

○ 防災訓練の実施頻度について定められていること。 

 

 

 

 

○ 事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定められて

いること。 

○ 防災訓練の実施頻度について定められていること。 

 
  



 

 

第二種廃棄物埋設事業に係る廃棄物埋設施設における保安規定の審査基準 

（制定 平成 25 年 11 月 27 日 原管廃発第 1311278 号 原子力規制委員会決定）（下線部は改正部分） 

 
改  正  案 現     行 

 
第二種埋設規則第２０条第１項第１５号 非常の場合に採るべき処

置  

○緊急時に備え、平常時から緊急時に実施すべき事項が定められてい

ること。 

○緊急時における操作に関する社内規程類を作成することが定めら

れていること。  

○緊急事態発生時は定められた通報経路に従い、関係機関に通報する

ことが定められていること。 

○緊急事態の発生をもってその後の措置は防災業務計画によること

が定められていること。 

○緊急事態が発生した場合は、緊急時体制を発令し、応急措置及び緊

急時における活動を実施することが定められていること。 

○次の各号に掲げる要件に該当する放射線業務従事者を緊急作業に

従事させるための要員として選定することが定められていること。 

１．緊急作業時の放射線の生体に与える影響及び放射線防護措置に

ついて教育を受けた上で、緊急作業に従事する意思がある旨を

第二種廃棄物埋設事業者に書面で申し出た者であること。 

２．緊急作業についての訓練を受けた者であること。 

３．実効線量について２５０ｍＳｖを線量限度とする緊急作業に従

事する従業員及び協力企業の従業員は、原子力災害対策特別措

置法第８条第３項に規定する原子力防災要員、同法第９条第１

項に規定する原子力防災管理者又は同法同条第３項に規定する

副原子力防災管理者であること。 

○放射線業務従事者が緊急作業に従事する期間中の線量管理（放射線

防護マスクの着用等による内部被ばくの管理を含む。）及び緊急作

 
第二種埋設規則第２０条第１項第１５号 非常の場合に採るべき処

置  

○緊急時に備え、平常時から緊急時に実施すべき事項が定められてい

ること。 

○緊急時における操作に関する社内規程類を作成することが定めら

れていること。  

○緊急事態発生時は定められた通報経路に従い、関係機関に通報する

ことが定められていること。 

○緊急事態の発生をもってその後の措置は防災業務計画によること

が定められていること。 

○緊急事態が発生した場合は、緊急時体制を発令し、応急措置及び緊

急時における活動を実施することが定められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

業を行った放射線業務従事者に対し、健康診断を受診させる等の非

常の場合に採るべき処置に関し、適切な内容が定められているこ

と。 

○事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定められてい

ること。 

○防災訓練の実施頻度について定められていること。 

 

 

 

 

○事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定められてい

ること。 

○防災訓練の実施頻度について定められていること。 

 

 
  



 

 
廃棄物管理施設における保安規定の審査基準（制定 平成 25 年 11 月 27日 原管廃発第 13112712 号 原子力規制委員会決定） 

（下線部は改正部分） 
 

改  正  案 現     行 
 

廃棄物管理規則第３４条第１項第１５号 非常の場合に採るべき処

置 

○ 緊急時に備え、平常時から緊急時に実施すべき事項が定められて

いること。 

○ 緊急時における操作に関する社内規程類を作成することが定め

られていること。 

○ 緊急事態発生時は定められた通報経路に従い、関係機関に通報す

ることが定められていること。 

○ 緊急事態の発生をもってその後の措置は防災業務計画によるこ

とが定められていること。 

○ 緊急事態が発生した場合は、緊急時体制を発令し、応急措置及び

緊急時における活動を実施することが定められていること。 

○ 次の各号に掲げる要件に該当する放射線業務従事者を緊急作業

に従事させるための要員として選定することが定められている

こと。 

１．緊急作業時の放射線の生体に与える影響及び放射線防護措置に

ついて教育を受けた上で、緊急作業に従事する意思がある旨を

廃棄物管理事業者に書面で申し出た者であること。 

２．緊急作業についての訓練を受けた者であること。 

３．実効線量について２５０ｍＳｖを線量限度とする緊急作業に従

事する従業員及び協力企業の従業員は、原子力災害対策特別措

置法第８条第３項に規定する原子力防災要員、同法第９条第１

項に規定する原子力防災管理者又は同法同条第３項に規定する

副原子力防災管理者であること。 

○ 放射線業務従事者が緊急作業に従事する期間中の線量管理（放射

 
廃棄物管理規則第３４条第１項第１５号 非常の場合に採るべき処

置 

○ 緊急時に備え、平常時から緊急時に実施すべき事項が定められて

いること。 

○ 緊急時における操作に関する社内規程類を作成することが定め

られていること。 

○ 緊急事態発生時は定められた通報経路に従い、関係機関に通報す

ることが定められていること。 

○ 緊急事態の発生をもってその後の措置は防災業務計画によるこ

とが定められていること。 

○ 緊急事態が発生した場合は、緊急時体制を発令し、応急措置及び

緊急時における活動を実施することが定められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

線防護マスクの着用等による内部被ばくの管理を含む。）及び緊

急作業を行った放射線業務従事者に対し、健康診断を受診させる

等の非常の場合に採るべき処置に関し、適切な内容が定められて

いること。 

○ 事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定められて

いること。 

○ 防災訓練の実施頻度について定められていること。 

 

 

 

 

 

○ 事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定められて

いること。 

○ 防災訓練の実施頻度について定められていること。 

 
  



 

使用施設等における保安規定の審査基準（制定 平成 25 年 11月 27 日 原規研発第 1311275 号 原子力規制委員会決定） 
（下線部は改正部分） 

 
改  正  案 現     行 

 
使用規則第２条の１２第１項第１１号 非常の場合に採るべき処置 

○ 本事項については、以下の事項が明記されていること。 

１．非常時の組織及び要員に関すること。なお、緊急作業に係る

要員については、次の各号に掲げる要件に該当する放射線業務

従事者を緊急作業に従事させるための要員として選定するこ

と。 

(1) 緊急作業時の放射線の生体に与える影響及び放射線防護

措置について教育を受けた上で、緊急作業に従事する意思が

ある旨を使用者に書面で申し出た者であること。 

(2) 緊急作業についての訓練を受けた者であること。 

(3) 実効線量について２５０ｍＳｖを線量限度とする緊急作

業に従事する従業員及び協力企業の従業員は、原子力災害対

策特別措置法第８条第３項に規定する原子力防災要員、同法

第９条第１項に規定する原子力防災管理者又は同法同条第

３項に規定する副原子力防災管理者であること。 

２．～４．（略） 

５．放射線業務従事者が緊急作業に従事する期間中の線量管理

（放射線防護マスクの着用等による内部被ばくの管理を含

む。）及び緊急作業を行った放射線業務従事者に対し、健康診

断を受診させる等の非常の場合に採るべき処置に関すること。 
６．発生頻度が設計評価事故より低い事故であって、多量の放射

性物質又は放射線を放出するおそれがあるものが発生した場

合における処置に関すること。 
 

 
使用規則第２条の１２第１項第１１号 非常の場合に採るべき処置 

○ 本事項については、以下の事項が明記されていること。 

１．非常時の組織及び要員に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．～４．（略）  

 

 

 

 

５．発生頻度が設計評価事故より低い事故であって、多量の放射

性物質又は放射線を放出するおそれがあるものが発生した場

合における処置に関すること。 
 

 
  



 

 

廃止措置段階の試験研究用等原子炉施設における保安規定の審査基準 
（制定 平成 25 年 11 月 27 日 原管廃発第 13112714 号 原子力規制委員会決定）（下線部は改正部分） 

 
改  正  案 現     行 

 
２．個々の事項に対する審査 

（１５）非常の場合に採るべき処置 

・試験炉規則第１５条第１項第１５号  

本事項については、以下のような事項が明記されていること。 

１）非常時の組織及び要員に関すること。 なお、緊急作業に係

る要員については、次の各号に掲げる要件に該当する放射線業

務従事者を緊急作業に従事させるための要員として選定する

こと。 

a) 緊急作業時の放射線の生体に与える影響及び放射線防護措

置について教育を受けた上で、緊急作業に従事する意思が

ある旨を試験研究用等原子炉設置者に書面で申し出た者で

あること。 

b) 緊急作業についての訓練を受けた者であること。 

c) 実効線量について２５０ｍＳｖを線量限度とする緊急作業

に従事する従業員及び協力企業の従業員は、原子力災害対

策特別措置法第８条第３項に規定する原子力防災要員、同

法第９条第１項に規定する原子力防災管理者又は同法同条

第３項に規定する副原子力防災管理者であること。 

２）～４） （略） 

５）放射線業務従事者が緊急作業に従事する期間中の線量管理

（放射線防護マスクの着用等による内部被ばくの管理を含

む。）及び緊急作業を行った放射線業務従事者に対し、健康診

断を受診させる等の非常の場合に採るべき処置に関すること。 

６）発生頻度が設計基準事故より低く、かつ、多量の放射性物質

 

２．個々の事項に対する審査 

（１５）非常の場合に採るべき処置 

・試験炉規則第１５条第１項第１５号  

本事項については、以下のような事項が明記されていること。 

１）非常時の組織及び要員に関すること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）～４）（略） 

 

 

 

 

５）発生頻度が設計基準事故より低く、かつ、多量の放射性物質



 

又は放射線を放出するおそれがある事故の発生が予測される

場合において、当該事故の発生及び拡大を防止するために必要

な措置に関すること。 

 

又は放射線を放出するおそれがある事故の発生が予測される

場合において、当該事故の発生及び拡大を防止するために必要

な措置に関すること。 

 

 
  



 

 
廃止措置段階の発電用原子炉施設における保安規定の審査基準 

（制定 平成 25 年 11 月 27 日 原管廃発第 13112715 号 原子力規制委員会決定）（下線部は改正部分） 

 
改  正  案 現     行 

 
２．個々の事項に対する審査 

（１６）非常の場合に講ずべき処置 

・実用炉規則第９２条第３項第１６号  

・開発炉規則第８７条第３項第１６号  

本事項については、以下のような事項が明記されていること。 

１）～５） （略） 

６）次の各号に掲げる要件に該当する放射線業務従事者を緊急作

業に従事させるための要員として選定すること。 

ⅰ．緊急作業時の放射線の生体に与える影響及び放射線防護措

置について教育を受けた上で、緊急作業に従事する意思が

ある旨を発電用原子炉設置者に書面で申し出た者である

こと。 

ⅱ．緊急作業についての訓練を受けた者であること。 

ⅲ．実効線量について２５０ｍＳｖを線量限度とする緊急作業

に従事する従業員及び協力企業の従業員は、原子力災害対

策特別措置法第８条第３項に規定する原子力防災要員、同

法第９条第１項に規定する原子力防災管理者又は同法同

条第３項に規定する副原子力防災管理者であること。 

７）放射線業務従事者が緊急作業に従事する期間中の線量管理

（放射線防護マスクの着用等による内部被ばくの管理を含

む。）及び緊急作業を行った放射線業務従事者に対し、健康

診断を受診させる等の非常の場合に講ずべき処置に関する

こと。 

８）事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定めら

れていること。  

 

２．個々の事項に対する審査 

（１６）非常の場合に講ずべき処置 

・実用炉規則第９２条第３項第１６号  

・開発炉規則第８７条第３項第１６号  

本事項については、以下のような事項が明記されていること。 

１）～５） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６）事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定めら

れていること。 



 

９）防災訓練の実施頻度について定められていること。 

 

７）防災訓練の実施頻度について定められていること。 

 

 


